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【投資者に対する注意事項】 

１．TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含んでいる

場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示基準並びに

市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者は、発行者情

報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、「第一部 第３ ４【事業等

のリスク】」において公表された情報を慎重に検討する必要があります。 

２．発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員(金融商品取引法(以下「法」という。)第21条第１項

第１号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者)をいう。)は、発行者情

報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせないため

に必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、

当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負

います。ただし、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けているこ

とを知っていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを

知らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責

任を負いません。 

３．TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融商品市場

に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいては、J-Adviserが重要

な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例(以下

「特例」という。)に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役

割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点

について、投資者は、東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する

必要があります。 

４．東京証券取引所は、発行者情報の内容(発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若しくは誤

解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、これらに限

られません。)について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【本国における法制等の概要】 

 

該当事項はありません。 

 

第２ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自 2022年 
４月１日 

至 2022年 
９月30日 

自 2023年 
４月１日 

至 2023年 
９月30日 

自 2024年 
４月１日 

至 2024年 
９月30日 

自 2022年 
４月１日 

至 2023年 
３月31日 

自 2023年 
４月１日 

至 2024年 
３月31日 

売上高 (千円) 456,972 386,716 470,721 897,960 859,872 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △5,735 △32,703 3,029 △25,197 △45,731 

親会社株主に帰属する中間純利
益又は親会社株主に帰属する中
間（当期）純損失(△) 

(千円) △6,627 △31,349 1,864 △27,126 △43,412 

中間包括利益又は包括利益 (千円) △6,612 △33,614 2,374 △30,242 △47,076 

純資産額 (千円) 87,037 29,794 18,705 63,408 16,331 

総資産額 (千円) 654,677 599,064 563,310 650,400 562,712 

１株当たり純資産額 (円) △280.53 △417.72 △444.22 △340.63 △448.82 

１株当たり中間純利益又は 
１株当たり中間（当期）純損失
(△) 

(円) △16.29 △77.09 4.59 △66.70 △106.91 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 9.3 0.8 △0.9 5.6 △1.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 27,053 △85,521 32,389 21,772 △19,357 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △4,059 △30,100 △7,829 △13,191 △30,713 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △28,651 4,893 4,119 △7,097 △48,443 

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

(千円) 174,656 71,068 111,981 181,797 83,335 

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用人員〕 

(名) 56〔55〕 47〔55〕 45〔57〕 47〔55〕 46〔55〕 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用人員は、年間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 
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２ 【事業の内容】 

 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は 

 ありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(１) 連結会社の状況 

2024年９月30日現在 

セグメント名称 従業員数（名） 

歯科技工関連事業 29〔10〕 

オーラルケア製品製造販売事業 12〔45〕 

マウスピース矯正事業 ― 

全社（共通）  4〔 2〕 

合計 45〔57〕 

  （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

２．マウスピース矯正事業は役員のみで構成されており、従業員は存在しておりません。 

３．全社（共通）は、経理及び総務等の管理部門の従業員であります。 

 

(２) 発行者の状況 

2024年９月30日現在 

セグメント名称 従業員数（名） 

歯科技工関連事業 24〔 2〕 

オーラルケア製品製造販売事業 ― 

マウスピース矯正事業 ― 

全社（共通）  3〔－〕 

合計 27〔 2〕 

（注)１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

２．オーラルケア製品製造販売事業は連結子会社であるアイオニック株式会社のみで運営されております。 

３．マウスピース矯正事業は役員のみで構成されており、従業員は存在しておりません。 

４．全社（共通）は、経理及び総務等の管理部門の従業員であります。 

 

(３) 労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３ 【事業の状況】 

 

１ 【業績等の概要】 

  (１) 業績 

当中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）における我が国経済は、円安を背景とした

好調なインバウンド市場及び輸出企業が牽引し緩やかな回復基調で推移する一方、物価上昇の影響等に

よる今後の景気悪化懸念が依然残されております。また、ロシア・ウクライナ情勢の長期化等による世

界的な経済活動の停滞と原油・原材料価格の高騰、中国・台湾問題、中東情勢等の地政学リスクの高ま

りにより世界情勢は引き続き不安定であり、景気の先行きも依然不透明な状況となっております。 

また、当社グループが事業を営む歯科技工業界及び日雑業界においても、原材料価格の高騰等により

厳しい状況が続いております。 

こうした事業環境のもと、当社グループは引き続き経営体制の見直しと共に、赤字の早期解消に向け

て経費の全面的な見直し、歯科技工現場における原価圧縮施策等の経営合理化を行うとともに、新規事

業となる歯科関連ビジネスの創出を進め、歯科関連業界及び日雑業界の発展に寄与すべく努めてまいり

ました。 

このような状況下、当中間連結会計期間における売上高は470,721千円（前年同期比21.7％増）、営業損

失は583千円（前中間連結会計期間は営業損失36,674千円）、経常利益は3,029千円（前中間連結会計期間

は経常損失32,703千円）、親会社株主に帰属する中間純利益は1,864千円（前中間連結会計期間は親会社

株主に帰属する中間純損失31,349千円）と前連結会計年度より開始した新規事業であるマウスピース矯

正事業の拡大が寄与し、経常利益及び親会社株主に帰属する中間純利益においては黒字への転換を達成

いたしました。 

 

セグメントごとの経営成績は以下のとおりであります。  

 

（歯科技工関連事業）  

当セグメントの売上高は148,238千円(前年同期比7.4％増)、セグメント損失は18,613千円(前中間連

結会計期間はセグメント損失14,348千円)となりました。  

 

・歯科技工  

主な売上である歯科技工物の製作については、競争激化による受注価格の低下により不安定な

面はあるものの、緩やかに受注件数が伸びており当中間連結会計期間における売上高は103,061千

円（前年同期比7.0％増）となりました。 

 ・歯科技工商品・製品販売  

一部商品について原材料価格の高騰による販売数量の減少があり、当中間連結会計期間におけ

る売上高は26,019千円（前年同期比2.5％減）となりました。 

・歯科関連商品販売  

AED他、歯科関連商品の販売増加により、当中間連結会計期間における売上高は19,157千円（前

年同期比28.0％増）となりました。  
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（オーラルケア製品製造販売事業）  

子会社のアイオニック株式会社における、イオン歯ブラシを主とするオーラルケア製品の販売がEC

販売において徐々に増加しており、当セグメントの売上高は258,644千円（前年同期比4.0％増）、セグ

メント利益は5,209千円（前中間連結会計期間はセグメント損失7,533千円）となりました。  

*イオン歯ブラシ：内蔵されたリチウム電池から10～50マイクロアンペア（100万分の10～50アン

ペア）の微弱電流（マイナスイオン）を流して、虫歯・歯周病・口臭の原因と

なる「歯垢」を効率的に取り除く歯ブラシ 

（マウスピース矯正事業） 

   前連結会計年度より、株式会社デンタスにおける新規事業としてマウスピース矯正事業を開始して

おります。この結果、当セグメントの売上高は63,838千円、セグメント利益は26,792千円となりました。 

 

(２) キャッシュ・フローの状況 

   当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年

度末と比較して28,646千円増加し、111,981千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、獲得した資金は32,389千円となりました（前中間連結会計期間は使用した資金

85,521千円）。これは主に、売上債権が44,670千円減少したこと、及び減価償却費を11,876千円計上し

た一方で、棚卸資産が12,896千円増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は7,829千円となりました（前中間連結会計期間は使用した資金

30,100千円）。これは主に、有形固定資産の取得による支出7,859千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、獲得した資金は4,119千円となりました（前中間連結会計期間は獲得した資金

4,893千円）。これは主に、短期借入金の増加50,000千円及び長期借入による収入7,500千円があった

一方、長期借入金の返済による支出52,674千円であったことによるものであります。  

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

 (１) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

歯科技工関連事業 89,046 12.3 

オーラルケア製品製造販売事業 151,992 △1.9 

合計 241,039 2.9 

(注) 金額は、製造原価によっております。 
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(２) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

なお、オーラルケア製品製造販売事業においては商品仕入実績がありませんので、記載しておりません。 

 

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

歯科技工関連事業 39,236 12.6 

マウスピース矯正事業 35,337 ― 

合計 74,573 114.0 

(注) 金額は、仕入価格によっております。 

 

(３) 受注実績 

歯科技工事業において受注生産を行っておりますが、受注から引き渡しまでの期間が短いことから、記載を省略

しております。 

 

(４) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

歯科技工関連事業 148,238 7.4 

オーラルケア製品製造販売事業 258,644 4.0 

マウスピース矯正事業 63,838 ― 

合計 470,721 21.7 

(注)１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

株式会社シケン 47,524 12.3 ― ― 

エキサイト株式会社 ― ― 63,838 13.6 

   (注)当中間連結会計期間の株式会社シケンに対する販売実績は、総販売実績に対する割合が10％未満であるため、 

記載を省略しております。 

 

３ 【対処すべき課題】 

   対処すべき課題について、当中間連結会計期間における重要な変更はありません。 

 

４ 【事業等のリスク】 

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または2024年６月28日提出の発行者情報に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 なお、以下の重要事象等が存在しています。 

 

（１）継続企業の前提に関する事項 

当社グループは、前連結会計年度において、重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、

また、当中間連結会計期間においても、営業損失583千円を計上しております。 

当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは当該状況を解消し又は改善すべく、以下の対応策に取り組み、安定した収益基盤の確立、コスト削減及
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び資金調達等による、財務基盤の強化を目指してまいります。 

 具体的には次のとおりであります。 

１．歯科技工関連事業及びオーラルケア製品製造販売事業に並ぶ新たな収益源として、前連結会計年度より開始したマ

ウスピース矯正事業を育成し、さらに今後、主に歯科クリニック向けサービスを提供する歯科関連ビジネスの立ち

上げと育成に努めてまいります。 

２．イオン歯ブラシの製造販売を行っているアイオニック株式会社との連携によって、収益基盤の拡大とシナジー効果

の創出に努めてまいります。 

３. 主要取引先であり、前述のアイオニック株式会社への共同出資を実施した株式会社シケンと引き続き緊密に連携し、

収益拡大を図ってまいります。 

４. 人件費を含めた経費の全面的見直しを実施、不採算部門の縮小等リストラクチャリングを積極的に推進し、キャッ

シュ・フローの最大化を目指してまいります。 

５. 財務状態の改善を目指し、新たなファイナンスの検討を実施、同時に借入金等その他の資金調達についても進めて

まいります。 

以上の対応策を中心とした経営の効率化を図り、安定的な収益基盤を構築すべく努めてまいります。 

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、計画が全て順調に推移するとは限らず、不測の事態も考えられるこ

とから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を中間連結財務諸表には反映しておりません。 

（２）法的規制について 

歯科技工関連事業においては、歯科技工士法、薬事法等関連法規の規制の下にあります。また、当社では歯科技工士法

上、所定の要件を備えた社内設備を歯科技工所として届出を行い、歯科技工士の免許を取得している当社従業員が、顧客

である歯科技工所及び歯科クリニックから、歯科技工物の製作工程の一部を受託し、歯科技工物の製作を行っておりま

す。当社グループでは、これらの法規制を遵守した営業を続けておりますが、万が一、当該法規制に違反し、歯科技工士

である当社従業員の大半の歯科技工士の免許取消、歯科技工所としての事業停止等の事態となった場合、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、オーラルケア製品製造販売事業においては、家庭用品品質表示法による規制、及び日本工業規格への準拠等が求

められておりますが、万が一、当該法規制に違反または規格等への準拠が認められず、販売停止や商品回収等の事態が発

生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）診療報酬体系について 

厚生労働省では、少子高齢化等の時代背景の変化や、医療技術の進歩等、医療関係者を取り巻く環境の変化により、診

療報酬体系の見直しを随時行っております。これに伴い、歯科補綴物に対する保険適用の対象範囲が変更となる可能性が

あり、変更される内容によっては、患者の通院機会減少等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（４）個人情報の管理について 

歯科技工関連事業においては、歯科補綴物の製造を受託するにあたり、歯科技工所等から患者の氏名、歯型データ等の

個人情報を取得しております。また、オーラルケア製品製造販売事業においては、主にEC取引において住所、氏名等の顧

客の個人情報を取得しております。さらに、当社グループでは取引先等の顧客情報、当社グループ従業員の個人情報も取

扱っております。当該個人情報の取扱いについては、個人情報保護規程において、データの取扱権限の限定や書面の施錠

管理等、厳重な個人情報取扱ルールを定め運用しておりますが、不測の事態により当該個人情報の漏洩等が発生した場合、

損害賠償の支払いや社会的信用の低下により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（５）特定人物への依存について 

当社の代表取締役社長である河野恭佑は、当社の経営方針や経営戦略の立案及び決定をはじめ、業務遂行等の経営全般

において極めて重要な役割を果たしております。 
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当社は、ノウハウの共有、人材の獲得及び育成等により組織体制の強化を図り、同氏に過度に依存しない経営体制の構

築を進めておりますが、体制の構築より先に不測の事態等により同氏の当社における職務執行が困難となった場合は、当

社及び親会社として管理している当社連結子会社の今後の事業展開、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（６）小規模組織であることについて 

当社は、2024年９月30日現在取締役４名、監査役２名、従業員27名と組織が小さく、内部管理体制もこのような組織の

規模に応じたものとなっております。また、小規模な組織であるため、特定の個人に業務を依存している場合がありま

す。今後、さらなる事業拡大に備え、権限移譲や業務の定型化、代替人員の確保に努める予定ですが、特定の役職員の社

外流出により、一時的に当社及び親会社として管理している当社連結子会社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

（７）人材の確保及び育成について 

当社グループの事業の一つである歯科補綴物の製作受託は、歯科技工士の有資格者を必要とするサービスであります。

そのため、歯科技工士を数多く確保することが事業の維持継続にとって非常に重要となります。また、確保した歯科技工

士の技術レベルを当社グループの提供する技術レベルに育成及び維持することも重要となっております。したがって、今

後展開する事業の規模に応じた歯科技工士の確保、人材育成が順調に進まない場合は、計画どおりの事業展開ができず、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（８）担当J－Adviserとの契約の解除に関する事項について 

特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第102条の定めにより、TOKYO PRO Market上場企業は、東京証券取引

所より認定を受けたいずれかの担当J－Adviserと、株式上場の適格性審査及び株式上場後の上場適格性を維持するための

指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約(以下、「J－Adviser契約」とします。)を締結する義務があります。本発行

者情報公表日時点において、当社がJ－Adviser契約を締結しているのは宝印刷株式会社（以下、「同社」とします。）であ

り、同社とのJ－Adviser契約において当社は、下記の義務の履行が求められております。下記の義務の履行を怠り、又は

契約に違反した場合、相手方は、相当の期間(特段の事情のない限り１か月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書

面で催告し、その催告期間内にその義務の履行又は違反の是正がなされなかったときは、J－Adviser契約を解除すること

ができる旨の定めがあります。また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に

対する１か月前以上の書面による通知を行うことにより、いつでもJ－Adviser契約を解約することができる旨の定めがあ

ります。当社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違反の是正が果たせない場合、

または同社に代わる担当J－Adviserを確保できない場合は、当社普通株式のTOKYO PRO Market上場廃止につながる可能性

があります。 

 

＜J－Adviser 契約上の義務＞ 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第113条に定める上場適格性要件を継続的に満たすこと 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例及び特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規 

則に従い、投資者への適時適切な会社情報の開示に努めること 

・上場規程特例に定める上場会社及び新規上場申請者の義務を履行すること 

 

当社において下記の事象が発生した場合には、同社からの催告無しでJ－Adviser契約を解除することができるものと定

められております。 

①債務超過 

当社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合（上場後１年間において債務超過の状態となった場合を除

く。）において、１年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する日（当該１年を経過する日

が当社の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの

期間をいう。以下、本号において同じ。また「２年以内」も同様。）に債務超過の状態でなくならなかったとき。た

だし、当社が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続、産業競争力強化法（以下「産競法」という。）第２条
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第21項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産競法第48条に規

定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイドライン研究会による「私

的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経過した日から起算して１年以内に債

務超過の状態でなくなることを計画している場合（同社が適当と認める場合に限る。）には、２年以内に債務超過の

状態でなくならなかったとき 

なお、同社が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、当社が審査対象事業年度に係る決算（上場会社が連

結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年

度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再建計画（本号但し書に定める１年以内に債務超過の

状態でなくなるための経営計画を含む。）を公表している場合を対象とし、当社が提出する当該再建計画並びに次の

（ａ）及び（ｂ）に定める書面に基づき行うものとする。 

（ａ）次のイからハまでに掲げる場合の区分に従い、当該イからハまでに定める書面 

イ 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面 

ロ 産競法第２条第21項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における 

産競法第48条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）を行う場合 

当該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面 

ハ 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行う場合   

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した書面 

（ｂ）本条柱書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提となった重要な事項等が、公

認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

②銀行取引の停止 

当社が発行した手形等が不渡りとなり、銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった場合 

③破産手続、再生手続又は更生手続 

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（当社が、法律に

規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生手続を必要と判断

した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲

げる場合その他当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合に準ず

る状態になったと同社が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める

日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づかない整理

を行う場合 

当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困難である 

旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは大部分の譲渡又は

解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った場合 

当社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日（事業の大部分

の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると同社が認めた日） 

ｃ 当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済に関する

合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済の額が直前事業年

度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限る。） 

当社から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④前号に該当することとなった場合においても、当社が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示を行った場合には、

原則として本契約の解除は行わないものとする。 

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当すること 

（ａ）当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること 
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（ｂ）当社が前号ｃに規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること 

ｂ 当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること 

（ａ）TOKYO PRO Marketに上場する有価証券の全部を消却するものでないこと 

（ｂ）前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなされていること及び

それを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当でないと認

められるものでないこと 

⑤事業活動の停止 

当社が事業活動を停止した場合（当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたと同社が認めた場合）又はこれに

準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他当社が

事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と同社が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる

場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ 当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代わる財産の全部又は

一部として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効力を生ずる日

の３日前（休業日を除外する。）の日 

（ａ） TOKYO PRO Marketの上場株券等 

（ｂ） 特例第132条の規定の適用を受け、速やかにTOKYO PRO Marketに上場される見込みのある株券等 

ｂ 当社が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する株主総会（普通出資

者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決議による承認を要

しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む。）についての書面による報

告を受けた日） 

ｃ 当社が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第３号ｂの規定の適用を受ける場合を

除く。）は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日 

⑥不適当な合併等 

当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為(イ：非上場会社を完全子会社とする株式交換、イの２：非上場会 

社を子会社とする株式交付、ロ：会社分割による非上場会社からの事業の継承、ハ：非上場会社からの事業の譲受け、

ニ：会社分割による他への事業の継承、ホ：他の者への事業の譲渡、ヘ：非上場会社との業務上の提携、ト：第三者

割当による株式若しくは優先出資の割当て、チ：その他非上場会社の吸収合併又はこれらイからトまでと同等の効果

をもたらすと認められる行為)を行った場合において、当社が実質的な存続会社でないと同社が認めたとき 

⑦支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により当社の支配株主（当社の親会社又は当社の議決権の過半数を直接若しくは間接に保有する者）が異

動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合を含

む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると同社が認めるとき 

⑧有価証券報告書又は半期報告書ならびに発行者情報などの提出遅延 

当社が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令に定める期間内に

提出しなかった場合で、同社がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨虚偽記載又は不適正意見など次のイ又はロに該当する場合 

イ 当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合 

ロ 当社が財務諸表などに添付される監査報告書等において、公認会計士などによって、監査報告書について「不適 

正意見」又は「意見の表明をしない」旨(天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざる事由によるものである場合

を除く。)が記載され、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合 

⑩法令違反及び上場規程特例違反等 

当社が重大な法令違反又は上場規程特例に関する重大な違反を行った場合 

⑪株式事務代行機関への委託 

当社が株式事務を東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないことと 

なることが確実となった場合 
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⑫株式の譲渡制限 

当社がTOKYO PRO Marketに上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合 

⑬完全子会社化 

当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 

⑭指定振替機関における取扱い 

当社が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

⑮株主の権利の不当な制限 

当社が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及びその行使が不当に

制限されていると同社が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると同社が認めた場合

をいう。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する買収への

対抗措置（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権を導入時点

の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収への対抗措置の発動の時点の株主に割り当てるために、

導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。） 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不発動とす

ることができないものの導入 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨

の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である当社の主要な事業を行っている子会社が拒否

権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以外の者を割当先として発行する場合において、当該種類株式

の発行が当社に対する買収の実現を困難にする方策であると同社が認めるときは、当社が重要な事項について種

類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱う。） 

ｄ TOKYO PRO Marketに上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取

締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定 

ｅ TOKYO PRO Marketに上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について株主

総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受

ける権利の価額等がTOKYO PRO Marketに上場している株券より低い株式をいう。）の発行に係る決議又は決定 

ｆ 議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係る決議又

は決定 

⑯全部取得 

当社がTOKYO PRO Marketに上場している株券に係る株式の全部を取得する場合 

⑰株式等売渡請求による取得 

特別支配株主が当社の当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合 

⑱株式併合  

当社が特定の者以外の株主の所有するすべての株式を１株に満たない端数となる割合で株式併合を行う場合 

⑲反社会的勢力の関与 

当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO Marketの市場に対する 

株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと同社が認めるとき。 

⑳その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、同社若しくは東京証券取引所が当社の上場廃止を適当と認めた場合 

 

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

①当社又は同社が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、その相手方は、相当の

期間（特段の事情のない限り１カ月とする。）を定めてその違反の是正又は義務の履行を書面で催告し、その催告期間

内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を解除することができる。 

②前項の定めに関わらず、当社及び同社は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することができる。また、
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当社又は同社から相手方に対し、１カ月前に書面で通知することにより本契約を解除することができる。 

③本契約を解除する場合、特段の事情のない限り、同社は予め本契約を解除する旨を東証に通知する。 

このほか、株主総会の特別決議を経て、当社が東証へ「上場廃止申請書」を提出した場合にも上場廃止となります。 

なお、本発行者情報公表日時点において、J-Adviser契約の解除に繋がる可能性のある事象は発生しておりません。 

 

５ 【経営上の重要な契約等】 

   該当事項はありません。 

 

６ 【研究開発活動】 

   当中間連結会計期間において、特記すべきものはありません。 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社の中間連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この中間連結財務諸表の作成にあたりまして、経営者による会計上の見積りを必要とします。経営者はこれらの見積り

について過去の実績や現状等を総合的に勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性が

あるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

（２）財政状態の分析 

資産、負債及び純資産の状況 

    当中間連結会計期間末における、資産、負債及び純資産の状況は、次のとおりです。 

(ｱ)流動資産 

流動資産は402,617千円となり、前連結会計年度末と比較して4,323千円増加しました。 

主な科目の増減及び増減理由は次のとおりです。 

     ・現金及び預金が28,646千円増加しました。 

これは主に、売上債権の回収が進んだことによるものであります。 

   ・受取手形及び売掛金が27,129千円、電子記録債権が17,540千円減少しました。 

   ・商品及び製品が17,178千円増加しました。  

 (ｲ)固定資産 

     固定資産は160,693千円となり、前連結会計年度末と比較して3,724千円減少しました。 

主な科目別の増減及び増減理由は次のとおりです。 

・有形固定資産が2,961千円減少しました。 

これは主に、連結子会社の有限会社マリンデンタルにおいて機械装置及び運搬具が6,196千円増加した一方、  

減価償却が進んだことによるものであります。 

   (ｳ)流動負債 

流動負債は359,247千円となり、前連結会計年度末と比較して26,892千円減少しました。 

主な科目別の増減及び増減理由は次のとおりです。 

     ・短期借入金が50,000千円増加しました。 

    これは新規借入によるのであります。 
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   ・１年内返済予定の長期借入金が15,970千円減少しました。 

    これは借入金の返済によるものであります。 

    (ｴ)固定負債 

           固定負債は185,356千円となり、前連結会計年度末と比較して28,668千円減少しました。 

主な科目別の増減は次のとおりです。 

     ・長期借入金が29,204千円減少しました。 

     ・退職給付に係る負債が1,410千円増加しました。 

(ｵ)純資産 

    純資産は18,705千円となり、前連結会計年度末と比較して2,374千円増加しました。 

これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益1,864千円の計上によるものです。 

 

（３）経営成績の分析 

    「第一部【企業情報】第３【事業の状況】１【業績等の概要】（１）業績」をご参照ください。 

 

（４）キャッシュ・フローの状況の分析 

「第一部【企業情報】第３【事業の状況】１【業績等の概要】（２）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

 

（５）継続企業の前提に関する事項 

「第一部【企業情報】第３【事業の状況】４【事業等のリスク】」をご参照ください。 

 

第４ 【設備の状況】 

 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末において、計画中または実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会

計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 
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第５ 【発行者の状況】 
 

１ 【株式等の状況】 

(１) 【株式の総数等】 

 

記名・無記名の 
別、額面・無額 
面の別及び種類 

発行可能 
株式総数 
(株) 

未発行 
株式数 
(株) 

中間連結会計期間末
現在発行数(株)  
(2024年９月30日) 

公表日現在 
発行数(株) 

(2024年12月26日) 

上場金融商品取 
引所名又は登録 
認可金融商品取 
引業協会名   

内容 

普通株式 1,132,800 726,134 406,666 406,666 
東京証券取引所 
(TOKYO PRO 
Market) 

権利内容に何ら限
定のない当社にお
ける標準となる株
式であり、単元株
式数は100株であ
ります。 

A種種類株式 250,000 128,598 121,402 121,402 ― （注）２、３ 

計 1,382,800 854,732 528,068 528,068 ― ― 

(注)  １．普通株式の発行数には、自己株式1,300株を含んでおります。 

２．A種種類株式は、現物出資（デット・エクイティ・スワップ 174,818千円）によって発行されたも

のであります。 

    ３．当社定款に規定しているA種種類株式の内容は、次のとおりであります。 

剰余金の配当（第11条の１）    

当会社は、Ａ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種種類株主」という。）及びＡ種種類株式の登録株

式質権者（以下「Ａ種種類登録株式質権者」という。）に対しては、配当を行わない。 

 

残余財産の分配（第11条の２）    

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株主又はＡ種種類登録株式質権者に対し、普通株

式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種種類株

式１株につき、Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額の金銭を支払う。 

Ａ種種類株主又はＡ種種類登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。 

当会社が残余財産の分配を行う額が、Ａ種種類株主又はＡ種種類登録株式質権者に対する残余財産

の分配を行うために必要な総額に満たない場合は、Ａ種種類株主又はＡ種種類登録株式質権者に対

する残余財産の分配を行うために必要な金額に応じた比例按分の方法により残余財産の分配を行

う。 

 

     議決権（第11条の３）    

Ａ種種類株主は株主総会において議決権を有しない。 

 

種類株主総会（第11条の４）    

当会社は、法令に別段の定めがある場合（会社法第322条第３項但書の場合を含む。）を除き、Ａ種

種類株主を構成員とする種類株主総会の決議（会社法第322条第１項の規定による決議を含む。）を

要しない。 

 

Ａ種種類株式の併合又は分割、募集新株、新株予約権の割当てを受ける権利等（第11条の５）    

当会社は、株式の併合をするときは、普通株式及びＡ種種類株式ごとに同時に同一の割合で併合す

る。 

当会社は、株式の分割をするときは、普通株式及びＡ種種類株式の種類ごとに、同時に同一の割合

で分割する。 
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当会社は、当会社の株主に株式の無償割当てを行うときは、普通株主には普通株式を、Ａ種種類株

主にはＡ種種類株式を、それぞれ同時に同一の割合で割当てる。 

当会社は、当会社の株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるときは、普通株主には普通株式

の割当てを受ける権利を、Ａ種種類株主にはＡ種種類株式の割当てを受ける権利を、それぞれ同時

に同一の割合で与える。 

当会社は、当会社の株主に新株予約権の無償割当てを受ける権利を与えるときは、普通株主には普

通株式を目的とする新株予約権の無償割当てを受ける権利を、Ａ種種類株主にはＡ種種類株式を目

的とする新株予約権の無償割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一の割合で与える。 

当会社は、当会社の株主に募集新株予約権の割当てを行うときは、普通株主には普通株式を目的と

する新株予約権の割当てを、Ａ種種類株主にはＡ種種類株式を目的とする新株予約権の割当てを、

それぞれ同時に同一の割合で行う。 

 

普通株式を対価とする取得請求権（第11条の６）  

Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式発行後、2022年３月31日（当該日が営業日でない場合には、翌営業

日）以降はいつでも当会社に対して、以下に定める算定方式に従って算出される数の当会社の普通

株式を対価として、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができ

るものとする。 

       Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＡ種種類株式の数に本条

第３項に定める取得比率（但し、本条第４項の規定により調整される。）を乗じて得られる数とす

る。なお、Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるとき

は、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は

しない。 

取得比率は、当初、１とする。 

 （取得比率の調整） 

(a)当会社は、Ａ種種類株式の発行日後、本項(b)に掲げる各事由により当会社の発行済普通株式数

に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得比率調整

式」という。）により取得比率を調整する。  

 

調整後取得比率＝調整前取得比率× 

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 

既発行普通株式数＋ 
新発行・処分普通株式数×１株当たりの払込金額 

 時価 

 

(b)取得比率調整式により取得比率の調整を行う場合及びその調整後の取得比率の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

①本項(c)②に定める時価を下回る払込金額をもって当会社普通株式を新たに発行又は処分する場

合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、当会社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項

付株式の取得と引換えに交付する場合、当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新

株予約権付社債その他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合、会社分割、株式交換又は合

併による場合を除く。）、調整後取得比率は、払込期日（無償割当ての場合は効力発生日とし、募集

に際して払込期間が設けられているときは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以

降、また、募集のための基準日を定めた場合は当該基準日の翌日以降、これを適用する。 

②株式分割により当会社普通株式を発行する場合、調整後取得比率は、株式分割のための基準日の

翌日以降、これを適用する。 

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項(c)②に定める時価を下回る価額をもって

当会社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）又は

本項(c)②に定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式の交付を請求できる新株予約権若し
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くは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、調

整後取得比率は、発行される取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証

券又は権利の全てが当初取得比率によって請求又は行使されて当会社普通株式が交付されたもの

とみなして取得比率調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権又は新株予約権付

社債の場合は割当日）の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当てのための基準日がある

場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

④当会社の発行した取得条項付種類株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）の取得と引換えに本項(c)②に定める時価を下回る価額をもって当会社普通株式を交

付する場合、調整後取得比率は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤本項(b)①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引

の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当会社の機関の承認を条件として

いるときは、本項(b)①乃至③の定めに関わらず、調整後行使比率は、当該承認があった日の翌日以

降、これを適用する。 

(c)取得比率調整式の計算については、次に定めるところによる。 

①円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。 

②取得比率調整式で使用する時価は、調整後取得比率を適用する日（但し、本項(b)⑤の場合は基準

日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当会社普通株式の普通取引の終値の平

均値（当日付で終値のない日数を除く。）又は、調整後取得比率を適用する日の直前取引日の終値

のいずれか高いものを使用する。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。 

なお、取引がその間ない場合は、直近の気配値若しくは、その直前に発行された普通株式の発行価

額を使用する。 

③取得比率調整式で使用する当会社の既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基

準日がない場合は、調整後取得比率を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式

数から、当該日における当会社の有する当会社普通株式数を控除した数とする。また、本項(b)②の

場合には、取得比率調整式で使用する「新発行・処分普通株式数」は、基準日における当会社の有

する当会社普通株式に割当てられる当会社普通株式数を含まないものとする。 

(d)本項(b)の取得比率の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、必要な

取得比率の調整を行う。 

①株式の併合、当会社を存続会社とする合併、当会社を承継会社とする吸収分割、当会社を完全親

会社とする株式交換のために取得比率の調整を必要とするとき。 

②その他当会社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得比率

の調整を必要とするとき。 

③取得比率を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後取得比率の算

出にあたり使用すべき発行済株式数につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(e)本項に定めるところにより取得比率の調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりそ

の旨並びにその事由、調整前取得比率、調整後取得比率及びその適用の日その他必要な事項を、適

用の日の前日までにＡ種種類株主に通知する。但し、本項(b)②に示される株式分割の場合その他

適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。 

 

Ａ種種類株式の譲渡の制限（第11条の７）    

譲渡によるＡ種種類株式の取得については、当会社の取締役会の承認を要する。 

 

 (２) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
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 (３) 【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(４) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

 

  (５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
 

(千円) 

資本金残高 
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

2024年９月30日 ― 528,068 ― 67,984 ― 30,000 

 

(６) 【大株主の状況】 

 所有株式数別 

2024年９月30日現在 

 
 

氏名又は名称 

 
 

住所 

 
所有株式数 

（株） 

株式総数に対

する所有株式

数の割合

（％） 

河野 恭佑 千葉県船橋市 158,266 30.04  

ヴァイタルプラス株式会社 東京都世田谷区等々力四丁目１番１号 47,222 8.96 

村口 和孝 東京都世田谷区 24,393 4.63 

有田 道生 東京都武蔵野市 23,498 4.46 

日本テクノロジーベンチャーパー

トナーズＥ１号有限責任事業組合 
東京都世田谷区等々力四丁目１番１号 21,954 4.16 

柳下技研株式会社 埼玉県和光市中央２丁目１番８号 20,000 3.79 

株式会社ギコウ 福岡県春日市春日公園７丁目８２番地 19,200 3.64 

三上 智彦 千葉県市川市 17,000 3.22 

株式会社メインティース 大分県大分市大字片島４３７番地の１ 15,039 2.85 

株式会社シケン 徳島県小松島市芝生町字西居屋敷55番地１ 13,930 2.64 

計 ― 360,502 68.43 

(注) １．2020年３月に発行したA種種類株式が含まれております。 

    ２．A種種類株式を有する株主は、当社の株主総会における議決権を有しておりません。 
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 所有議決権数別 

   2024年９月30日現在 

 
 

氏名又は名称 

 
 

住所 

 
所有議決権数 

（個） 

総株主の議決

権に対する 

所有議決権数 

の割合（％） 

河野 恭佑 千葉県船橋市 1,582 39.04 

柳下技研株式会社 埼玉県和光市中央２丁目１番８号 200 4.93 

株式会社ギコウ 福岡県春日市春日公園７丁目８２番地 192 4.73 

三上 智彦 千葉県市川市 170 4.19 

村口 和孝 東京都世田谷区 151 3.72 

有田 道生 東京都武蔵野市 116 2.86 

泊 健一 徳島県徳島市 105 2.59 

未来つなぐ基金株式会社 東京都中央区京橋２丁目２－１ 

京橋エドグラン１９階 100 2.46 

三木 康弘 徳島県徳島市 70 1.72 

藤田 恭嗣 徳島県那賀郡 67 1.65 

計 ― 2,753 67.94 

(注)当社は単元株制度を採用しており、１単元の株式数は100株であります。 

 
 
(７) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】                                   2024年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 
A種種類株式 

121,402 
― 

「１【株式等の状況】（１）【株式の総数等】」

に記載のとおりであります。 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式  

     1,300 ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

405,200 
4,052 

「１【株式等の状況】（１）【株式の総数等】」

に記載のとおりであります。 

単元未満株式        166 ― ― 

発行済株式総数       528,068 ― ― 

総株主の議決権 ―     4,052 ― 
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② 【自己株式等】 

2024年9月30日現在 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数

（株） 

他人名義 

所有株式数

（株） 

所有株式数 

の合計（株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

株式会社デンタス 

徳島市問屋町

４８番地 

普通株式  

1,300 
― 

普通株式   

1,300 
0.31 

計 ― 
普通株式  

1,300 
― 

普通株式   

1,300 
0.31 

 

２ 【株価の推移】 

【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 2024年４月 2024年５月 2024年６月 2024年７月 2024年８月 2024年９月 

最高（円） ― ― ― ― ― ― 

最低（円） ― ― ― ― ― ― 

 (注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所（TOKYO PRO Market）におけるものであります。 

    ２．2024年４月から９月については、売買実績がありません。 

 
 
３ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第６ 【経理の状況】 

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。 

(2) 中間連結財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例

の施行規則」第116条第3項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第3項の規定

に基づき、当中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日まで）の中間連結財務諸表について、南青山監

査法人の中間監査を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表】 

（１）中間連結貸借対照表                              (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2024年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(2024年９月30日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 83,335 111,981 

  受取手形及び売掛金 130,753 103,623 

  電子記録債権 34,204 16,663 

  商品及び製品 29,124 46,303 

  仕掛品 5,380 4,172 

  原材料及び貯蔵品 110,507 107,658 

  その他 18,233 19,752 

  貸倒引当金 △13,245 △7,539 

  流動資産合計 398,293 402,617 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 227,261 227,816 

    減価償却累計額   ※２ △172,227     ※２  △173,739 

    建物(純額)    ※１   55,034     ※１    54,078 

   機械装置及び運搬具 396,249 401,498 

    減価償却累計額   ※２ △376,955   ※２  △379,480 

    機械装置及び運搬具(純額) 19,294 22,018 

   工具、器具及び備品 373,798 374,350 

    減価償却累計額    ※２  △344,517    ※２  △349,157 

    工具、器具及び備品(純額) 29,281 25,194 

   リース資産 37,891 37,891 

    減価償却累計額    ※２  △35,751   ※２   △36,393 

    リース資産(純額) 2,140 1,498 

   土地     ※１    48,352    ※１     48,352 

   有形固定資産合計 154,101 151,139 

  無形固定資産   

   ソフトウエア 3,687 2,632 

   借地権 4,900 4,900 

   無形固定資産合計 8,587 7,532 

  投資その他の資産   

   破産更生債権等 121,954 131,073 

   その他 1,730 2,021 

   貸倒引当金 △121,954 △131,073 

   投資その他の資産合計 1,730 2,021 

  固定資産合計 164,418 160,693 

 資産合計 562,712 563,310 

 

  



 
- 23 - 

 

 (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2024年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(2024年９月30日) 

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 65,523 58,128 

  短期借入金 ※３ 100,000 ※３ 150,000 

  １年内返済予定の長期借入金   ※１ 104,503     ※１ 88,533 

  リース債務 1,412 1,412 

  未払金 23,895 21,223 

  未払法人税等 938 821 

  未払消費税等 11,778 10,657 

  前受金 － 1,099 

  賞与引当金 5,167 7,400 

  その他 19,137 19,971  

  流動負債合計 332,355 359,247 

 固定負債   

  長期借入金   ※１ 183,952    ※１ 154,747 

  リース債務 941 235 

  繰延税金負債 3,754 3,586 

  退職給付に係る負債 23,336 24,747 

  資産除去債務 2,040 2,040 

  固定負債合計 214,025 185,356 

 負債合計 546,380 544,604 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 67,984 67,984 

  資本剰余金 30,000 30,000 

  利益剰余金 △105,105 △103,240 

  株主資本合計 △7,120 △5,256 

 非支配株主持分 23,452 23,961 

 純資産合計 16,331 18,705 

負債純資産合計 562,712 563,310 
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書 

中間連結損益計算書 

                              (単位：千円) 

 
前中間連結会計期間 

(自 2023年４月１日 
至 2023年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2024年４月１日 
至 2024年９月30日) 

 売上高 386,716 470,721 

 売上原価 269,474 315,963 

 売上総利益 117,241 154,757 

 販売費及び一般管理費 ※  153,916 ※  155,340 

 営業損失（△） △36,674 △583 

 営業外収益   

  受取利息 0 10 

  受取配当金 2 2 

  為替差益 519 － 

  作業くず売却益 2,495 7,206 

  助成金収入 30 － 

  雑収入 4,390 440 

  営業外収益合計 7,439 7,659 

 営業外費用   

  支払利息 2,960 3,737 

  為替差損 － 232 

  雑損失 507 77 

  営業外費用合計 3,468 4,047 

 経常利益又は経常損失（△） △32,703 3,029 

税金等調整前中間純利益 
又は税金等調整前中間純損失（△） 

△32,703 3,029 

 法人税、住民税及び事業税 1,293 823 

 法人税等調整額 △383 △168 

 法人税等合計 910 655 

 中間純利益又は中間純損失（△） △33,614 2,374 

 非支配株主に帰属する中間純利益 
又は非支配株主に帰属する中間純損失（△） 

△2,264 509 

親会社株主に帰属する中間純利益 
又は親会社株主に帰属する中間純損失（△） 

△31,349 1,864 
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中間連結包括利益計算書 

(単位：千円) 

 
前中間連結会計期間 

(自 2023年４月１日 
至 2023年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2024年４月１日 
至 2024年９月30日) 

中間純利益又は中間純損失（△） △33,614 2,374 

中間包括利益 △33,614 2,374 

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △31,349 1,864 

非支配株主に係る中間包括利益 △2,264 509 
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（３）中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日) 

(単位：千円)  
 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 67,984 30,000 △61,692 36,292 

当中間期変動額     

 親会社株主に帰属する 

中間純損失（△） 
  △31,349 △31,349 

 株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
    

当中間期変動額合計 ― ― △31,349 △31,349 

当中間期末残高 67,984 30,000 △93,041 4,942 

 

 
非支配株主持分 純資産合計 

当期首残高 27,116 63,408 

当中間期変動額   

 親会社株主に帰属する 

中間純損失（△） 

 
△31,349 

 株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
△2,264 △2,264 

当中間期変動額合計 △2,264 △33,614 

当中間期末残高 24,851 29,794 

 

当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日) 

(単位：千円) 
 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 67,984 30,000 △105,105 △7,120 

当中間期変動額     

 親会社株主に帰属する 

中間純利益 
  1,864 1,864 

 株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
    

当中間期変動額合計 ― ― 1,864 1,864 

当中間期末残高 67,984 30,000 △103,240 △5,256 

 

 
非支配株主持分 純資産合計 

当期首残高 23,452 16,331 

当中間期変動額   

 親会社株主に帰属する 

中間純利益 

 
1,864 

 株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
509 509 

当中間期変動額合計 509 2,374 

当中間期末残高 23,961 18,705 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)   

 
前中間連結会計期間 

(自 2023年４月１日 
至 2023年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2024年４月１日 
至 2024年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

  税金等調整前中間純利益 
又は税金等調整前中間純損失（△） 

△32,703 3,029 

 減価償却費 15,933 11,876 

 貸倒引当金の増減額(△は減少) 4,866 3,412 

 退職給付に係る負債の増減額(△は減少) △1,535 1,410 

 受取利息及び受取配当金 △3 △13 

 助成金収入 △30 － 

 支払利息 2,960 3,737 

売上債権の増減額（△は増加） △34,653 44,670 

 棚卸資産の増減額（△は増加） △9,646 △12,896 

 仕入債務の増減額（△は減少） △20,869 △7,395 

 その他 △5,413 △9,597 

 小計 △81,094 38,233 

 利息及び配当金の受取額 3 13 

 助成金の受取額 972 － 

 利息の支払額 △2,957 △4,917 

 法人税等の支払額 △2,446 △940 

 営業活動によるキャッシュ・フロー △85,521 32,389 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △29,229 △7,859 

 無形固定資産の取得による支出 △1,769 － 

 その他 899 30 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △30,100 △7,829 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額(△は減少) 50,000 50,000 

 長期借入れによる収入 40,000 7,500 

 長期借入金の返済による支出 △84,084 △52,674 

 リース債務の返済による支出 △1,022 △706 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 4,893 4,119 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △32 

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △110,728 28,646 

現金及び現金同等物の期首残高 181,797 83,335 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  71,068 ※  111,981 
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【注記事項】 

（継続企業の前提に関する事項） 

当社グループは、前連結会計年度において、重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上

し、また、当中間連結会計期間においても、営業損失583千円を計上しております。 

当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは当該状況を解消し又は改善すべく、以下の対応策に取り組み、安定した収益基盤の確立、コスト削

減及び資金調達等による、財務基盤の強化を目指してまいります。 

 具体的には次のとおりであります。 

１．歯科技工関連事業及びオーラルケア製品製造販売事業に並ぶ新たな収益源として、前連結会計年度より開始した

マウスピース矯正事業を育成し、さらに今後、主に歯科クリニック向けサービスを提供する歯科関連ビジネスの立

ち上げと育成に努めてまいります。 

２．イオン歯ブラシの製造販売を行っているアイオニック株式会社との連携によって、収益基盤の拡大とシナジー効

果の創出に努めてまいります。 

３. 主要取引先であり、前述のアイオニック株式会社への共同出資を実施した株式会社シケンと引き続き緊密に連携

し、収益拡大を図ってまいります。 

４. 人件費を含めた経費の全面的見直しを実施し、不採算部門の縮小等リストラクチャリングを積極的に推進し、キ

ャッシュ・フローの最大化を目指してまいります。 

５. 財務状態の改善を目指し、新たなファイナンスの検討を実施、同時に借入金等その他の資金調達についても進

めてまいります。 

以上の対応策を中心とした経営の効率化を図り、安定的な収益基盤を構築すべく努めてまいります。 

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、計画が全て順調に推移するとは限らず、不測の事態も考えられ

ることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような継続企業の前提に関する重要な 

不確実性の影響を中間連結財務諸表には反映しておりません。 

 

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１． 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 

３社 

連結子会社の名称 

   有限会社マリンデンタル 

   株式会社DSソリューション 

   アイオニック株式会社 

 

２． 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社及び関連会社はないため、持分法の適用はありません。 

 

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 
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４． 会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

商品・製品・原材料 

主として総平均法 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）  

主に定率法を採用しております。 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      ８年～39年 

機械装置及び運搬具 ２年～12年 

工具、器具及び備品 ２年～８年 

②無形固定資産（リース資産及びのれんを除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な償却年数は次のとおりであります。 

 ソフトウエア（自社利用分） ５年（社内における利用可能期間） 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中間連結会計期

間に見合う分を計上しております。 

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

（５）重要な収益及び費用の計上基準 

当社グループは、歯科技工関連事業（歯科技工物の製造・販売及び歯科医療用品・歯科技工材料等の販売）、及び

オーラルケア製品製造販売事業（歯ブラシ等の販売）及びマウスピース矯正事業を主な事業とし、これらの製品・

商品の販売については引渡時点において顧客が当該製品・商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判

断していることから、製品・商品の引渡時点で収益を認識しております。 

また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引及び割戻等を控除した金額で測定しておりま

す。 

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。 
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（６）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

（７）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 

 

(中間連結貸借対照表関係) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 
(2024年３月31日) 

当中間連結会計期間 
（2024年９月30日） 

建物 53,972 千円 52,033 千円 

土地 41,500 千円 41,500 千円 

計 95,472 千円 93,534 千円 

 

 
前連結会計年度 

                (2024年３月31日) 
当中間連結会計期間 

              （2024年９月30日） 

１年内返済予定の長期借入金 45,992 千円 45,992 千円 

長期借入金 64,582 千円 41,586 千円 

計 110,574 千円 87,578 千円 

 

※２ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

 

※３ 当社の連結子会社であるアイオニック株式会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行 

     と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づく借入実行残高は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

                (2024年３月31日) 
当中間連結会計期間 

              （2024年９月30日） 

当座貸越極度額 150,000千円  150,000千円  

借入実行残高                          100,000千円 150,000千円 

差引額 50,000千円 ―千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
- 31 - 

 

(中間連結損益計算書関係) 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

(自 2023年４月１日 
  至 2023年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 2024年４月１日 
  至 2024年９月30日) 

役員報酬 6,510千円  10,860千円  

給与手当                          36,154千円 35,110千円 

販売促進費 28,367千円 24,435千円 

支払手数料 7,902千円 10,060千円 

支払報酬料 12,204千円 10,651千円 

退職給付費用 3,853千円 1,590千円 

貸倒引当金繰入額 5,166千円 3,412千円 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間 （自 2023年４月１日 至 2023年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普 通 株 式（株） 406,666 ― ― 406,666 

A 種 種 類 株 式（株） 121,402 ― ― 121,402 

合 計 528,068 ― ― 528,068 

 

２．自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間 （自 2024年４月１日 至 2024年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普  通  株 式（株） 406,666 ― ― 406,666 

A 種 種 類 株 式（株） 121,402 ― ― 121,402 

合         計 528,068 ― ― 528,068 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普  通  株 式（株） 1,300 ― ― 1,300 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 

 

 
前中間連結会計期間 

(自  2023年４月１日 
至  2023年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自  2024年４月１日 
至  2024年９月30日) 

現金及び預金 71,068千円 111,981千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 ― 千円 ― 千円 

現金及び現金同等物 71,068千円 111,981千円 

 

 (リース取引関係) 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、歯科技工用機器（機械装置及び運搬具）であります。 

 

(2) リース資産の減価償却の方法 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計方針に関する事項（２）重要な減価償却資産の 

減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

（借入側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料        （単位：千円）                

 
前連結会計年度 

(2024年３月31日) 
当中間連結会計期間 
(2024年９月30日) 

１年内 2,292 1,871 

１年超 1,851 1,927 

合計 4,143 3,798 

 

(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行等金融機関からの借入により資金調達し 

ております。なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は１年以内の支払期日であります。借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務に 

ついては、主に営業取引に必要な資金の調達を目的としたものであります。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権である売掛金については、経常的に発生しており、担当者が所定の手続きに従い、取引先ごとに期日及び

残高を管理するとともに、主要取引先の信用状況をモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
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や軽減を図っております。 

② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

借入金等については、各金融機関の借入金利の一覧表を作成し、金利状況をモニタリングしております。営業債務

及び借入金は、資金計画表を作成する等の方法により資金管理を行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

買掛金及び未払金については、月次単位で資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、

流動性リスクを管理しております。 

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

中間連結（連結）貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

前連結会計年度（2024年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（１）破産更生債権等 121,954  
 

 
 貸倒引当金（※２） △121,954 

 ― ― ― 

資産計 ― ― ― 

（１）長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
288,455 275,220 △13,234 

（２）リース債務 

（１年内返済予定を含む） 
2,354 2,321 △32 

負債計 290,809 277,541 △13,267 

（※１）現金並びに短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似する預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、 

支払手形及び買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等については記載を省略しております。 

（※２）破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。   

 

当中間連結会計期間（2024 年９月 30 日） 

 
中間連結貸借対照表 

計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（１）破産更生債権等 131,073  
 

貸倒引当金（※２） △131,073  

 ― ― ― 

資産計 ― ― ― 

（１）長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
243,280 230,925 △12,354 

（２）リース債務 

（１年内返済予定を含む） 
1,647 1,630 △17 

負債計 244,928 232,556 △12,371 

（※１）現金並びに短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似する預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、 

支払手形及び買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等については記載を省略しております。 

（※２）破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。   
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３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

      金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。 

 

  レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対

象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

  レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価 

  レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれの属する 

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品 

該当事項はありません。 

 

（２）時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品 

前連結会計年度（2024年３月31日） 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

破産更生債権等 ― ― ― ― 

資産計 ― ― ― ― 

長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
― 275,220 ― 275,220 

リース債務 

（１年内返済予定を含む） 
― 2,321 ― 2,321 

負債計 ― 277,541 ― 277,541 

 

当中間連結会計期間(2024年９月30日) 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

破産更生債権等 ― ― ― ― 

資産計 ― ― ― ― 

長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
― 230,925 ― 230,925 

リース債務 

（１年内返済予定を含む） 
― 1,630 ― 1,630 

負債計 ― 232,556 ― 232,556 

 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

   破産更生債権等 

    担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は中間連結決算日における中間連結

貸借対照表上の計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当該価格を時価としており、

レベル３の時価に分類しております。 
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   長期借入金及びリース債務 

    これらの時価は、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法

により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

 (資産除去債務関係) 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

(収益認識関係) 

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「【注記事項】(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。 

 

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「【注記事項】(中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項)４．会計方針に関する事項 (５) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

３. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間連結会計期間末

において存在する顧客との契約から当中間連結会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報 

 

(１)契約資産及び契約負債の残高等 

                                                                 (単位：千円) 

 前連結会計年度 当中間連結会計期間 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 121,726 164,957 

顧客との契約から生じた債権（中間期末（期末）残高） 164,957 120,287 

契約資産（期首残高）（注）１ 5,536 4,734 

契約資産（中間期末（期末）残高）（注）１ 4,734 4,509 

契約負債（期首残高）（注）２   

 前受金 4,800 － 

 返金負債 8,325 7,784 

契約負債（中間期末（期末）残高）（注）２   

 前受金 － 1,099 

 返金負債 7,784 6,892 

  （注）１. 契約資産は主に顧客に引き渡した商品を回収する権利として認識した返品資産であり、中間連結貸借対照表

（連結貸借対照表）上、流動資産のその他に含めて表示しております。 

     ２. 契約負債は主に顧客からの前受金に関するもの及び顧客に渡したうち返品されると見込まれる商品の対価

として認識した返金負債であります。中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）上、前受金は前受金として、

また返金負債は流動負債のその他に含めて表示しております。 

なお前受金は、収益を認識する際に充当され残高が減少いたします。前連結会計年度に認識した収益のうち、

期首時点の契約負債（前受金）に含まれていた額は4,800千円であります。 
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(２)残存履行義務に配分した取引価格  

残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実

務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていな

い重要な金額はありません。 

 

 (セグメント情報等) 

 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、前連結会計年度において「マウスピース矯正事業」を新設し、「歯科技工関連事業」、「オーラルケア製

品製造販売事業」及び「マウスピース矯正事業」の３つを報告セグメントとしております。「歯科技工関連事業」は提携歯

科技工所及び歯科クリニックから依頼される歯科技工物の製作受注を中心に、歯科技工関連商品（歯科技工材料、歯科技

工機械）の販売も実施しております。「オーラルケア製品製造販売事業」は、イオン歯ブラシの製造販売を中心に、歯磨剤

等その他オーラルケア製品の製造販売を行っております。また「マウスピース矯正事業」はマウスピース矯正サービスを

提供する提携歯科クリニックに対し、マウスピース等の歯科技工製品に関する技術的アドバイス及びサポート業務を提供

しております。 

なお、「マウスピース矯正事業」については前中間連結会計期間以降である2023年10月より新設しておりますので、前中

間連結会計期間のセグメント情報は組替を行っておりません。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法  

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における 

記載と概ね同一であります。  

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報  

 前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日) 

                                               (単位：千円)                                             

 報告セグメント 

 

計 

 

調整額 

（注）１ 

中間連結 

財務諸表 

計上額 

（注）２ 

歯科技工 

関連事業 

オーラルケア製 

品製造販売事業 

売上高 

 歯科技工 

 歯科技工商品・製品販売 

 歯科関連商品販売 

オーラルケア製品製造販売 

 

96,314 

26,687 

14,967 

― 

 

― 

― 

― 

248,747 

 

96,314 

26,687 

14,967 

248,747 

 

― 

― 

― 

― 

 

96,314 

26,687 

14,967 

248,747 

 顧客との契約から 

 生じる収益 

 その他収益 

 

137,968 

― 

 

248,747 

― 

 

386,716 

― 

 

― 

― 

 

386,716 

― 

 外部顧客への売上高 

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 

137,968 

 

― 

248,747 

 

― 

386,716 

 

― 

― 

 

― 

386,716 

 

― 

合計 137,968 248,747 386,716 ― 386,716 

セグメント損失（△） △14,348 △7,533 △21,882 △14,792 △36,674 

セグメント資産 116,192 481,045 597,237 1,826 599,064 

その他の項目 

 減価償却費 

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 

 

3,121 

 

1,478 

 

12,811 

 

30,034 

 

15,933 

 

31,512 

 

― 

 

― 

 

15,933 

 

31,512 

  （注）１ 調整額は、以下のとおりであります。 

  セグメント損失の調整額△14,792千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社 

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２ セグメント損失は、中間連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 
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 当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日) 

                                               (単位：千円)                                             

 報告セグメント 

 

計 

 

調整額 

（注）１ 

中間連結 

財務諸表 

計上額 

（注）２ 

歯科技工 

関連事業 

オーラルケア製 

品製造販売事業 

マウスピース 

矯正事業 

売上高 

 歯科技工 

 歯科技工商品・製品販売 

 歯科関連商品販売 

オーラルケア製品製造販売 

マウスピース矯正サービス 

 

103,061 

26,019 

19,157 

― 

― 

 

― 

― 

― 

258,644 

― 

 

― 

 ― 

― 

― 

63,838 

 

103,061 

26,019 

19,157 

258,644 

63,838 

 

― 

― 

― 

― 

― 

 

103,061 

26,019 

19,157 

258,644 

63,838 

 顧客との契約から 

 生じる収益 

 その他収益 

 

148,238 

― 

 

258,644 

― 

 

63,838 

― 

 

470,721 

― 

 

― 

― 

 

470,721 

― 

 外部顧客への売上高 

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 

148,238 

 

― 

258,644 

 

― 

63,838 

 

― 

470,721 

 

― 

― 

 

― 

470,721 

 

― 

合計 148,238 258,644 63,838 470,721 ― 470,721 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
△18,613 5,209 26,792 13,388 △13,971 △583 

セグメント資産 132,591 429,490  562,081 1,229 563,310 

その他の項目 

 減価償却費 

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 

 

2,596 

 

7,463 

 

9,279 

 

396 

 

― 

 

― 

 

11,876 

 

7,859 

 

― 

 

― 

 

11,876 

 

7,859 

  （注）１ 調整額は、以下のとおりであります。 

セグメント利益又はセグメント損失の調整額△13,971千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

          ２ セグメント利益又はセグメント損失は、中間連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

 

【関連情報】 

前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日) 

１. 製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２. 地域ごとの情報 

(１) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

    (２) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名 

株式会社シケン 47,524 歯科技工関連事業 

 

当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日) 

１. 製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 
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２. 地域ごとの情報 

(１) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(２) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名 

エキサイト株式会社 63,838 マウスピース矯正事業 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

(2024年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(2024年９月30日) 

１株当たり純資産額 △448.82円 △444.22円 

 （算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 16,331 18,705 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 198,271 198,780 

（うち種類株式の払込金額（千円）） (174,818) (174,818) 

（うち非支配株主持分（千円）） (23,452) (23,961) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額（千円） △181,939 △180,074 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末（期末）

の普通株式の数（株） 
405,366 405,366 

 

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前中間連結会計期間 

(自  2023年４月１日 

至  2023年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自  2024年４月１日 

至  2024年９月30日) 

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失(△) △77.09円 4.59円 

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益 

又は親会社株主に帰属する中間純損失(△)（千円） 
△31,349 1,864 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 

又は普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

(△)（千円) 

△31,349 1,864 

普通株式の期中平均株式数(株) 406,666 405,366 

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

 
 
（２）【その他】 

該当事項はありません。 
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